第２回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨

日　時：平成２１年９月１８日（金）１４時００分から１６時２０分
場　所：査定室（本館４階）
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏）

総務部副理事（新公会計制度PT長）ほか６名

【東京都の複式処理の仕組みについて】

アドバイザーの主な発言

· 各部に充当される一般財源を一般財源調整という形で表示することについては、外部からの収入と分けることで分かりやすいと思う。

· 各部局に充当された一般財源については、過去の累計分が分かるような形で表示する方法もあるのでは。
【大阪府会計基準策定に係る基本的な項目】

アドバイザーの主な発言

· 財務諸表の目的については、アカウンタビリティと意思決定の有用性という２つに集約できる。資源が限られている中で経済性・効率性・有効性は大きな要素であり、それを実現するために発生主義会計は必要なのだということを強調すべき。
· 財務諸表の目的としては、府民サービスの更なる充実を図っていくと言うことも必要。

· 大阪府が公表する財務諸表については、公営企業会計も含んだ形で１つにすべき。

· 国庫補助金については収益とするべきだが、建設助成分は科目を別掲して内容を注記で説明することが必要。
【各財務諸表の構成】

　アドバイザーの主な発言

· 財務諸表の科目名称について、普通建設事業費のような科目が行政コスト計算書とキャッシュ・フロー計算書の両方にあるのは違和感がある。
· 附属明細表における債務負担行為の内訳の表示について、損失補償などの保証債務と長期契約の債務負担行為は性質が異なるので分けた方がいい。
· 注記と附属明細表に掲載する項目については、財務諸表本体と不可分・不可欠な情報は注記するのが原則であるが、見易さを優先した方がいい。
· 行政コスト計算書の区分名称で、民間の営業外収支に当たる部分について金融収支という名称を使うのは違和感がある。財務的収支という言い方でもいいのでは。

· 科目名称が、行政コスト計算書なのかキャッシュ・フロー計算書なのかが一見して分かりにくい。

【固定資産の扱いについて】

　アドバイザーの主な発言

· 一般会計と公営企業会計は、一般財源でまかなう、料金を回収するという違いはあっても、固定資産の評価は同じであるべきである。例えば、公正価値による再評価法のメリット（更新費用を見込むことや、比較可能性など）にしても何ら変わりはない。
· 会計基準の策定に当たっては、連結作成もあらかじめ視野に入れた上で、公営企業会計における会計処理も考慮するべきである。
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